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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 71,351 17.6 6,820 16.8 6,906 22.3 3,747 56.6
20年3月期 60,677 13.8 5,839 39.0 5,646 69.8 2,393 43.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 117.71 ― 26.3 10.6 9.6
20年3月期 75.18 ― 20.3 9.3 9.6

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 68,283 15,751 23.1 494.45
20年3月期 62,437 13,118 20.4 400.12

（参考） 自己資本   21年3月期  15,742百万円 20年3月期  12,739百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 9,913 △4,518 △3,086 7,199
20年3月期 4,968 △3,083 △3,191 5,498

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 0.00 ― 7.00 7.00 222 9.3 1.9
21年3月期 ― 0.00 ― 8.00 8.00 254 6.8 1.8

22年3月期 
（予想）

― 0.00 ― 8.00 8.00 9.4

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

30,000 △8.4 2,000 △51.0 2,000 △50.0 900 △59.3 28.26

通期 66,000 △7.5 5,500 △19.4 5,300 △23.3 2,700 △28.0 84.77



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、19ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株あたり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、32ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 31,850,000株 20年3月期 31,850,000株

② 期末自己株式数 21年3月期  11,663株 20年3月期  10,459株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 57,774 14.0 2,540 △32.5 2,735 △27.4 1,515 △29.5

20年3月期 50,659 22.2 3,765 68.6 3,767 72.9 2,149 152.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 47.60 ―

20年3月期 67.52 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 60,109 12,671 21.1 397.99
20年3月期 56,650 11,517 20.3 361.72

（参考） 自己資本 21年3月期  12,671百万円 20年3月期  11,517百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

※平成22年３月期の配当の状況（予想）並びに連結業績予想及び個別業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づいた見通しであり、実際
の金額は、今後の様々な要因によって変動する場合があります。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

27,000 △0.7 1,300 △38.3 1,800 △22.8 900 △36.9 28.26

通期 60,000 3.9 3,800 49.6 4,300 57.2 2,400 58.3 75.35



1．経 営 成 績 

（1）経営成績 

1）当期の概況  

当連結会計年度における我が国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的な金融危

機や、それに伴う急激な円高の進行などの影響により企業収益は大幅に悪化し、景気悪化が深刻化する

状況となりました。 

当社グループが最も影響を受ける海運・造船業界におきましては、世界的な不況の深刻化により好調

だった海運市場は低迷し、さらに資金繰りの悪化から新興海運企業を中心とする新造船の解約や大幅な

納期の変更が続出する中、先行きの不透明感から新造船の商談もストップするなど環境の悪化が急速に

進行しております。その一方で、当社の主要な販売先である国内造船各社については、当面の手持ち工

事量を十分に確保している状況にあります。 

当社グループといたしましては、このような企業環境下において、市場ニーズにマッチした新商品の

開発と、海外技術提携先への技術・販売支援によるブランドシェアの拡大、アフターサービス機能の充

実による顧客満足度向上を目標に掲げ、積極的な事業展開を進めてまいりました。 

「新商品の開発」につきましては、ＩＭＯ（国際海事機関）が２０１１年から適用を開始する船舶用

ディーゼルエンジンに対する排ガス規制（NOx２次規制）に適合した環境対応型エンジンの開発を進め

ております。現在、一部の機種ではNOx鑑定を完了しており、全機種への展開を進めるとともに、市場

投入に向けた品質確認の徹底に努めております。また２０１６年に予定されております同３次規制に対

応する新しいエンジンの開発研究を進めるとともに、CO2削減など地球環境保護に向けた新技術の開発

についても積極的に取り組んでおります。 

「ブランドシェア拡大」につきましては、世界の造船各社に対して当社オリジナルエンジンの販売活

動を精力的に進めるとともに、中国技術供与先に対する技術指導、販売支援を強化し、ライセンス機関

を含めたダイハツブランドの販売シェアを高めるべく、精力的な取り組みを続けております。 

「顧客満足度の向上」につきましては、引き続き、世界規模でのサービスネットワークや顧客管理機

能システムの一層の充実化を進めており、当社製品のライフサイクルを通じて世界中のお客様に適切な

サービスを供給しております。 

 

以上の結果、当連結会計年度の連結売上高は71,351百万円（前期比17.6%増）となり、営業利益は

6,820百万円（前期比16.8％増）、経常利益は6,906百万円（前期比22.3％増）、当期純利益は3,747百万

円（前期比56.6％増）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

① 内燃機関関連事業 

当事業におきましては、船舶用機関部門と陸用機関部門に大別されており、各部門の状況は次

のとおりであります。 

 

 



イ 船舶用機関部門 

  国内外の造船所向け販売活動強化により、主力の発電用補機関を中心に販売台数が増加いた

しました。また、海外サービス事業ならびに海外の技術供与先に対するノックダウン部品の販

売についても前年実績を上回ることができました。 

 

ロ 陸用機関部門 

  公共投資の抑制傾向が続く中、民間の設備投資についても状況の悪化が顕著となり、官庁向

け、民間向けともに積極的な販売活動を進めてまいりましたものの販売台数、売上ともに前年

実績を下回りました。 

 

従いまして、当事業の売上高は部品販売、メンテナンス工事も含めて65,441百万円（前年同期

比21.4%増）、営業利益は9,077百万円（前年同期比25.7%増）となりました。 

 

②  産業機器関連事業 

アルミホイール部門におきましては、自動車業界全体の状況悪化が深刻化し、軽自動車におい

ても販売台数が減少する中ではありましたが、売上、利益とも微増となりました。また、建築金

物関連部門につきましては、関連業界の落ち込みの影響による販売不振が続き、売上、利益とも

減少いたしました。 

なお、建築金物関連部門の製造・販売を行ってまいりましたダイハツディーゼルエヌ・エイチ・

エヌ株式会社につきましては、本年２月28日をもって解散いたしております。 

 

従いまして、当事業の売上高は5,175百万円（前年同期比14.3%減）、営業損失は55百万円となり

ました。 

 

③  不動産賃貸関連事業 

当事業における主力の梅田スカイビルにおきましては、事業環境の不透明感は強まりましたも

のの入居率が改善された状況が継続し、売上、利益とも増加いたしました。 

 

従いまして、当事業の売上高は942百万円（前年同期比2.6%増）、営業利益は380百万円（前年同

期比6.6%増）となりました。 

 

2）次期の見通し  

当社グループの次期の見通しにつきましては、内燃機関関連事業における舶用機関市場では、世界

経済の急速な落ち込みによる海上荷動量の激減や、新造船物件のキャンセル、大幅な納期変更が相次

いでいる状況にあることから、当社グループにつきましても、そうした不透明感や急激な円高の影響

により厳しい事業環境となることが予想されます。中国の技術提携先との協調を図ることにより全体

としての販売台数拡大を図ってまいります。 

 



陸用機関市場では公共投資拡大による大幅な需要増加は見込めないものの、環境保護と省エネルギ

ー化の流れを受けたガスコージェネ市場でのガスエンジン販売と併せ、積極的な受注活動により販売

台数の拡大を目指してまいります。 

産業機器関連事業では、国内外の景気低迷の影響から軽自動車の販売増加が見込める状況になく、

当社アルミホイールの販売も厳しい状況が予想されます。 

不動産賃貸関連事業では、業界全体として空室率が上昇するなどビル賃料が改善する環境とは言え

ず、厳しい状況が継続するものと考えております。 

このような状況であり、第2四半期の見通しとしては、売上高30,000百万円、営業利益2,000百万円、

経常利益2,000百万円、第2四半期純利益（累計）900百万円、通期の見通しとしては、売上高66,000

百万円、営業利益5,500百万円、経常利益5,300百万円、当期純利益2,700百万円となる見込みです。 

 

 

（2）財政状態  

当連結会計年度における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という）の増減

は、営業活動によるキャッシュ・フローは9,913百万円増加し、投資活動によるキャッシュ・フ

ローは 4,518百万円の減少、財務活動によるキャッシュ・フローは3,086百万円の減少となりま

した。結果として、資金は1,701百万円の増加（前連結会計年度は1,319百万円の減少）となり

ました。 

  
・営業活動によるキャッシュ・フロー 

主力の舶用内燃機関の売上が引き続き好調に推移していることから、税金等調整前当期純

利益（5,545百万円）を計上しました。また、仕入債務の増加（3,916百万円の増加）があり

ました。 
これにより、営業活動によるキャッシュ・フローは9,913百万円の増加（前連結会計年度

は4,968百万円の増加）となりました。 

  
・投資活動によるキャッシュ・フロー 

設備投資を行ったことから有形固定資産の取得に3,740百万円を支出したことと、定期預

金の増加（1,339百万円の減少）により、投資活動によるキャッシュ・フローは4,518百万円

の減少（前連結会計年度は3,083百万円の減少）となりました。 

 

・財務活動によるキャッシュ・フロー 

長期借入金の返済による支出(3,037百万円)、社債の償還による支出(2,240百万円)、短期

借入金の増加(2,991百万円)がありました。これにより、財務活動によるキャッシュ・フロ

ーは3,086百万円の減少（前連結会計年度は3,191百万円の減少）となりました。 

 

 

 



（3）利益配分に関する基本方針  
当社は、株主の皆様に対して安定的に利益還元を行うことを重要な経営目的の一つと位置づけてお

ります。また、熾烈な競争が続く当業界において企業競争力の維持強化を図るため、一段とグローバ

ル化する顧客ニーズに応えるための販売・サービス力の拡充をはじめ、新技術の研究と新商品開発、

そして生産活動や情報処理への先行投資を行うことも必要不可欠であり、その結果としての財務内容、

利益水準、配当性向等を総合的に勘案して利益配分を行うことを基本方針としております。 

 

（4）事業等のリスク 
本項に記載した予想、予見、見込み、見通し等の将来に関する事項は、当連結会計期間末現在にお

いて判断したものであり、将来生じる実際の結果と大きく異なる可能性もあります。 

1）為替変動リスクについて 

当社グループでは、製品および関連する部品やサービスの一部につき、我が国以外の各地域におい

て販売または仕入をしており、円貨のほかに米ドルやユーロ及びその他の現地通貨建てにより、これ

らの取引をおこなうことがあります。当社グループでは、為替予約等により将来の売上回収時および

支払時においての為替変動による円貨での売上・仕入増減リスクをヘッジしている部分もありますが、

海外連結子会社の一部では円貨での販売もおこなっているため、決算時にその売掛債権について、決

算基準通貨の為替変動による為替差損益が発生し、業績および財務状況が影響を受ける可能性があり

ます。 

 

2）キャッシュ・フローについて 

 当社グループは売上71,351百万円に対し、16,054百万円の有利子負債を有しております。このため、

キャッシュ・フロー改善活動を強化し、在庫削減や取引条件の改善等を通じて財務体質の強化に取り

組んでおりますが、資金調達を間接金融に依存しているため、金融情勢の変化によっては、キャッシ

ュ・フローに影響を与える可能性があります。 

 

3）一部調達先の持つ技術等への依存について 

 当社グループでは機関の構成部品の多くを社外調達に依存しており、主要な部品の一部には特定の

高度な技術を有した供給元に依存しているものがあります。これらについて、供給元の状況によって

は調達が不安定になる可能性があります。また、当社グループでは国内での廉価調達や中国等での新

たな調達先模索など、継続的に調達コストの低減に取り組んでおりますが、特定材料の値上がり等に

よっては、コスト低減が順調に進まない可能性があります。 

 

4）法的規制等について 

 当社主要製品であるディーゼル機関に対し、環境負荷低減対応についての規制が厳しくなっており

ます。陸用機関の大気汚染防止法だけでなく、舶用機関におきましても海洋汚染防止条約に基づく排

ガス規制が一段と厳しくなる見込みであり、これらの規制を満足する製品開発に努めておりますが、

開発時期に遅れが生じた場合は、当社製品の市場におけるシェアの確保・拡大方針に影響を与える可

能性があります。 



5）売掛債権回収リスクについて 

 当社グループでは、取引先に対して売掛債権を有しております。そのため、金融情勢の変化や景気

の不透明さが続く中、販売取引先等管理委員会を設置し、与信先の業況を常に充分注意するなど不良

債権や貸倒損失の発生を防ぐ対策をしております。しかし、市場環境の急激な変化等により、それが

予期または回避できない場合には回収リスクが顕在化する可能性があります。 
 

6）自然災害リスクについて 

当社グループの主要製品であるディーゼル機関を生産する工場は、滋賀県守山市の守山工場1カ所

に集中していますので、耐震診断に着手していますが、巨大地震が発生した場合に生産活動が阻害さ

れる可能性があります。 

 

7）海外リスクについて 

当社グループが最も影響を受ける海運・造船市場の活況は、活発な中国経済に負うところが大です

が、想定外の事情で中国の造船業の成長が止まり、中国ライセンシーの機関生産量が急減した場合、

中国製ライセンス機関と併せてダイハツディーゼルブランド機関のシェア拡大を目指す中期構想に齟

齬が生じる可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2．企 業 集 団 の 状 況 

 当社グループは、当社、連結子会社１４社ならびに非連結子会社３社より構成され、内燃機関・産

業機器の製造販売事業および不動産賃貸事業を展開しております。 

 なお、産業機器事業の内、アルミホイールについては、全てその他の関係会社１社に納入しており

ます。  

  

当
社
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㈱

情報処理サービス
　㈱ダイテク
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ー
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ル
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ヌ
・
エ
イ
チ
・
エ
ヌ
㈱

　内燃機関
　　及び部品販売
　　９社

アルミホイール納入先
（その他の関係会社）
ダイハツ工業㈱

運送事業
　ディーエス商事㈱

設計請負業
　（非連結子会社）
　ディー・ディー・
　　テクニカル㈱

貸事務所業
　ダイハツディーゼル
　　梅田シティ㈱(*1)
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梅
田
シ
テ
ィ
㈱
(*1)

製造請負業
　（非連結子会社）
　　㈱ツバササービス

　海外販売
　　（非連結子会社）
　　　NHN INTERNATIONAL
     （EUROPE）B.V.

不動産賃貸業
　NHN興産㈱

(*2)

 

(*1)ダイハツディーゼル梅田シティ(株)は、「梅田スカイビル」の一部を保有し、賃貸事業を行っています。 

(*2)ダイハツディーゼルエヌ・エイチ・エヌ(株)は、平成21年２月28日に解散を決議し、清算中であります。 



3．経 営 方 針 

（1）会社の経営の基本方針  

当社は「たくましい創造性と優れた技術を磨きあげ、社会を豊かにする価値を提供し、人々との共

生を願い、限りなく前進する」ことを企業理念として掲げております。 

この企業理念のもと、『①お客様に満足いただける新しい商品とサービスの提供、②地球環境保護

の流れと調和のとれた事業展開、③企業環境の変化に迅速に対応して適正な利益を確保できる、強靱

で柔軟性のある企業体質と、活力に満ちた明るい企業風土の確立』を経営方針としております。この

経営方針を実践することで、グループ各社が一体となった事業活動を展開し、顧客、株主、取引先そ

して従業員など当社に関わる皆様にとって大きな存在価値を認めていただける企業グループとして、

更なる発展・繁栄を目指してゆく所存であります。 

 

（2）目標とする経営指標  

当社グループでは、企業価値を増大するために売上高経常利益率ならびに自己資本比率を向上させる

ことが重要と考えております。 

 

（3）中長期的な会社の経営戦略  

当社では主力の内燃機関関連事業について形態別に「３本柱」として区分けしており、それぞれの

徹底的な強化に取り組んでまいります。 

1）オリジナルエンジン事業 

顧客のニーズを重視した環境対応型エンジンの研究開発を進めてまいります。また、唯一のオリジ

ナル機関生産拠点である守山工場を世界のモデル工場と出来るよう、ハード・ソフト両面の改革、改

善を進めてまいります。 

2）ライセンス事業 

中国の技術供与先に対する技術指導を徹底し、グローバル市場においてダイハツブランドエンジン

のシェア拡大を図ってまいります。 

3）アフターサービス事業 

当社製品は３０年を超えてライフサイクルバリューを提供するものであり、グローバルサービスネ

ットワークの構築や顧客管理機能のシステム化、積極的なサービスマンの育成を進めることで顧客満

足度の向上に努めてまいります。 

 

（4）会社の対処すべき課題  

今後の一般的景況および当社を取り巻く環境は厳しさを増していくことが予想されますが、そうし

た状況下で当社グループ全体として事業改革を進め、関連業界を中心とした急速なグローバル化に適

切に対応することで一層の収益を確保していくことが最大の課題と認識しております。さらに、２０

１１年、２０１６年に強化される船舶用ディーゼルエンジンに対するＮＯx規制への対応など「環境対

応型エンジン」の開発を進め、地球環境との調和を図りつつ企業として成長してまいりたいと考えて

おります。 



4．連 結 財 務 諸 表 等

（1）連結貸借対照表
（単位：百万円）

科　　　目 増　　減 科　　　目 増　　減

(20.3.31) (21.3.31) (20.3.31) (21.3.31)

(62,437) (68,283) (49,318) (52,532)

流　動　資　産 38,824 41,565 2,741 流　動　負　債 32,498 38,368 5,869

現金及び預金 6,361 8,390 2,028 支払手形及び買掛金 13,980 16,977 2,996
受取手形及び売掛金 17,456 16,263 △ 1,193 短 期 借 入 金 7,218 10,845 3,627
た な 卸 資 産 12,552 13,476 924 1年以内償還社債 2,240 140 △ 2,100
繰延税金資産 1,809 2,402 592 未払法人税等 1,473 1,058 △ 414
そ    の    他 738 1,152 414 賞 与 引 当 金 803 774 △ 29
貸 倒 引 当 金 △ 93 △ 119 △ 25 そ　の　他 6,781 8,571 1,789

23,612 26,718 3,105 16,820 14,164
19,888 21,768 1,880 社 債 640 500 △ 140

建物及び構築物 8,711 8,815 103 長 期 借 入 金 8,242 4,568 △ 3,673
機械装置及び運搬具 4,759 6,579 1,819 再評価に係る
土 地 4,685 4,830 144 繰延税金負債
建 設 仮 勘 定 799 98 △ 701 退職給付引当金 4,304 4,032 △ 272
そ　　の　　他 931 1,445 514 役員退職慰労引当金 366 368 1

そ　　の　　他 2,747 4,176 1,428

86 1,524 1,438

(13,118) (15,751) ( 2,632)
3,637 3,424 △ 212

投資有価証券 1,072 779 △ 292  株主資本 11,740 15,264 3,523
長 期 貸 付 金 40 31 △ 9 資 本 金 2,434 2,434 -
繰延税金資産 1,568 1,649 80 資 本 剰 余 金 2,170 2,170 -
そ　　の　　他 1,091 1,138 46 利 益 剰 余 金 7,142 10,667 3,524
貸 倒 引 当 金 △ 136 △ 175 △ 38 自 己 株 式 △ 6 △ 7 △ 1

 評価換算差額等 999 478 △ 521
その他
有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益 24 △ 42 △ 66
土地再評価差額金 716 716 -
為替換算調整勘定 126 △ 243 △ 370
 少数株主持分 378 8 △ 369

合　　　　計 62,437 68,283 5,846 合　　　　計 62,437 68,283 5,846

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

投資その他の資産

無 形 固 定 資 産

当　　期前　　期

( 5,846)

固 定 負 債

（負 債 の 部）

当　　期前　　期

518518

△ 84

（資 産 の 部）

（純資産の部）

132 47

(3,213)

△ 2,656

-



科　　　　　　　　　目

％ ％

売 上 高 60,677 100.0 71,351 100.0 10,673

売 上 原 価 43,136 71.1 52,489 73.6 9,353

売 上 総 利 益 17,541 28.9 18,861 26.4 1,320

販 売 費及び一般管理費 11,701 19.3 12,040 16.8 339

営 業 利 益 5,839 9.6 6,820 9.6 981

営 業 外 収 益 281 0.5 511 0.7 230

（ 受 取利息・配当金）   (   70 )   (   67 ) 　（    △3 )

（ 雑 収 入 ）   (  102 )   (  162 ) （     59 )

（ 為 替 差 益 ）   (  108 )   (  281 ) （    173 )

営 業 外 費 用 474 0.8 426 0.6 △ 47

（ 支 払 利 息 ）   (  452 )   (  363 ) 　（   △88 )

（ 雑 損 失 ）   (   22 )   (   63 ) 　（     41 )

経 常 利 益 5,646 9.3 6,906 9.7 1,259

特 別 利 益 60 0.1 21 0.0 △ 39

（ 固 定 資 産 売 却 益 ）   (   60 )   (   2 ) （   △58 )

（ そ の他の特別利益）   (    - )   (  18 ) 　（     18

特 別 損 失 1,284 2.1 1,382 1.9 97

（ 固 定資産売廃却損）   (  165 )   (   82 ) （   △83 )

（ 減 損 損 失 ）   (1,091  )   (    7 ) 　（△1,084 )

（投資有価証券評価損）   (    - )   (  133 ) （    133 )

( 子 会 社 整 理 損 失 ）   (    - )   (1,128 )   (  1,128 )

（ そ の他の特別損失）   (   27 )   (   30 ) 　（      3 )

税金等調整前当期純利益 4,422 7.3 5,545 7.8 1,123

法人税、住民税及び事業税 2,312 3.8 2,362 3.3 50

法 人 税 等 調 整 額 △ 413 △ 0.7 △ 566 △ 0.8 △ 152

少 数 株 主 利 益 129 0.2 1 0.0 127

当 期 純 利 益 2,393 4.0 3,747 5.3 1,353

（2）連結損益計算書

( 19. 4. 1 ～20. 3. 31 ) ( 20. 4. 1 ～21. 3. 31 )

前　　　期 当　　　　期 増　　　　減

（単位：百万円）

 



前期（19.4.1～20.3.31）
（単位：百万円）

（単位：百万円）

（3）連結株主資本等変動計算書

△ 159 △ 159　剰余金の配当

株主資本
合　　計

2,434 4,2742,170 8,876

1,349△ 1421

　株主資本以外の項目の
　連結会計期間中の
　変動額（純額）

　株主資本以外の項目の
　連結会計期間中の
　変動額（純額）

△ 289

連結会計期間中の
変動額

　自己株式の取得

　土地再評価差額金の取崩額

　当期純利益

　剰余金の配当

25 △ 633

△ 633

1,912142

連結会計期間中の
変動額合計 △ 1625△ 289

126132 24平成20年3月31日　残高 716 378999

△ 133△ 913

13,118

1,817

△ 1,046

△ 159

512 11,301

△ 4

633

2,393

少数株主
持　　分

純資産
合　計

評価・換算差額等

為替換算
調整勘定

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

7,142

評 価 ・
換算差額
等 合 計

土 地
再 評 価
差 額 金

2,863

11,740

△ 4

△ 4△ 4

2,393

平成19年3月31日　残高

そ の 他
有価証券
評 価
差 額 金

-

△ 16 △ 913 △ 133

連結会計期間中の
変動額合計

平成20年3月31日　残高 2,1702,434

-

△ 6

2,867

　当期純利益

　土地再評価差額金の取崩額

　自己株式の取得

平成19年3月31日　残高

連結会計期間中の
変動額

株　　主　　資　　本

資 本 金 資　本
剰余金

633

△ 2

自己株式利　益
剰余金

2,393

633



当期（20.4.1～21.3.31）
（単位：百万円）

（単位：百万円）

△ 370 △ 521

△ 222
3,747 3,747

株　　主　　資　　本

資 本 金 資　本
剰余金

2,1702,434

-

△ 369

△ 7

評 価 ・
換算差額
等 合 計

少数株主
持　　分

378

　剰余金の配当

　当期純利益

平成20年3月31日　残高

連結会計期間中の
変動額

平成20年3月31日　残高

　自己株式の取得

株主資本
合　　計

2,434 7,1422,170 11,740△ 6

自己株式利　益
剰余金

△ 1△ 1

△ 222

土 地
再 評 価
差 額 金

3,523

15,264

△ 13,524

10,667

純資産
合　計

評価・換算差額等

為替換算
調整勘定

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

13,118

3,747
△ 222

15,751

△ 1

2,632

△ 890

8478

△ 369△ 521連結会計期間中の
変動額合計 △ 370△ 66△ 84

△ 24347 △ 42平成21年3月31日　残高 716

999126716

-

-

そ の 他
有価証券
評 価
差 額 金

連結会計期間中の
変動額合計

△ 66

　剰余金の配当

-

24132

　株主資本以外の項目の
　連結会計期間中の
　変動額（純額）

△ 84

　株主資本以外の項目の
　連結会計期間中の
　変動額（純額）

　自己株式の取得

連結会計期間中の
変動額

　当期純利益

平成21年3月31日　残高



（単位：百万円）
前連結会計年度 当連結会計年度

自平成19年04月01日 自平成20年04月01日 増　　　減
至平成20年03月31日 至平成21年03月31日

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
  税金等調整前当期純利益 4,422               5,545               1,123                 
  減価償却費 1,664               2,676               1,011                 
  貸倒引当金の増減額 8                   65                  57                    
  賞与引当金の増減額 102                 △29                △131                 
　事業構造改革引当金の減少額 △7                 -                   7                     
　役員賞与引当金の増減額 17                  △50                △67                  
　退職給付引当金の増減額 △16                △272               △256                 
　役員退職慰労引当金の増減額 16                  1                   △14                  
  受取利息及び受取配当金 △70                △67                3                     
  支払利息 452                 363                 △88                  
  固定資産売却益 △52                △2                 50                    
  固定資産売廃却損 165                 82                  △83                  
  減損損失 1,091               7                   △1,084               
　投資有価証券評価損 -                   133                 133                   
　子会社整理損失 -                   1,128               1,128                 
  売上債権の増減額 △813               367                 1,181                 
  たな卸資産の増減額 △2,407             △932               1,475                 
  仕入債務の増減額 1,037               3,916               2,878                 
  未収(未払)消費税の増減額 △222               315                 537                   
　預かり保証金の増減額 27                  9                   △18                  
　その他 1,870               △302               △2,173               

小　　　　　計 7,284               12,955              5,670                 
  利息及び配当金の受取額 65                  67                  2
  利息の支払額 △430               △365               65                    
  法人税等の支払額 △1,951             △2,743             △792                 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 4,968               9,913               4,945                 

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
　有価証券の売却による収入 -                   0 0
  有形固定資産の取得による支出 △2,244             △3,740             △1,495               
  有形固定資産の売却による収入 103                 11                  △92                  
  無形固定資産の取得による支出 △32                △48                △15                  
  投資有価証券の取得による支出 △108               △0 108                   
  子会社株式取得による支出 △13                △288               △275                 
  貸付金の実行による支出 △8                 △3                 5                     
  貸付金の回収による収入 17                  12                  △5                   
  定期預金の減少による収入 -                   876                 565                   
　定期預金の増加による支出 △797               △1,339             △230                 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △3,083             △4,518             △1,435               

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
  短期借入金の増加額 32                  2,991               2,958                 
　 ファイナンス・リース債務の返済による支出 -                   △574               △574                 
  長期借入れによる収入 1,780               -                   △1,780               
  長期借入金の返済による支出 △4,717             △3,037             1,680                 
　社債の償還による支出 △120               △2,240             △2,120               
  自己株式の取得による支出 △4                 △1                 3                     
  配当金の支払額 △159               △223               △63                  
  少数株主への配当金の支払額 △2                 △1                 1                     

  財務活動によるキャッシュ・フロー △3,191             △3,086             104                   
Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額 △12                △606               △593                 
Ⅴ  現金及び現金同等物の増減額 △1,319             1,701               3,020                 
Ⅵ  現金及び現金同等物期首残高 6,817               5,498               △1,319               
Ⅶ  現金及び現金同等物期末残高 5,498               7,199               1,701                 

項目　　　　　　　　　　　　　　期別

（4）連結キャッシュ・フロー計算書



                                         
     

（5）継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 
該当事項はありません。 

 

 

 

（6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
１．連結の範囲に関する事項 

 （１）連結子会社の数・・・14 社 

  主要会社名：ダイハツディーゼル梅田シティ㈱、ダイハツディーゼル部品サービス㈱ 

        ダイハツディーゼル東日本㈱、ダイハツディーゼル西日本㈱、 

ダイハツディーゼルアジアパシフィック、ダイハツディーゼルヨーロッパ、 

ダイハツディーゼルエヌ・エイチ・エヌ㈱、NHN 興産㈱ 

 

なお、ダイハツディーゼルエヌ・エイチ・エヌ㈱は、平成 21 年２月 28 日に解散を決議し、清

算中であります。 

 

 （２）主要な非連結子会社名：ディー・ディー・テクニカル㈱ 

 

２．持分法の適用に関する事項 

 （１）持分法適用の非連結子会社数・・・・・なし 

 （２）持分法適用の関連会社数・・・・・・・なし 

 （３）持分法を適用していない非連結子会社（ディー・ディー・テクニカル㈱ほか２社）は、それぞ

れ連結純利益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、

持分法の適用から除外しております。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、ダイハツディーゼルアジアパシフィック、ダイハツディーゼルヨーロッパ、

ダイハツディーゼルアメリカ、ダイハツディーゼル上海の決算日は 12 月 31 日であります。連結財

務諸表の作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用しておりますが、連結決算日との間に生じた

重要な取引については連結上必要な調整を行う方法によっております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

 （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ①たな卸資産 

製品、仕掛品、材料・・・・・総平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切り下げ

の方法）を採用しております。 



                                         
     

（会計方針の変更） 

棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 18 年７月５日 企

業会計基準第９号）を当連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原

価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。 

なお、従来の方法によった場合に比べて、損益に与える影響はありません。 

 

   ②有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの・・・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております。） 

時価のないもの・・・・・・移動平均法に基づく原価法を採用しております。 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

(ｲ)リース資産以外の有形固定資産 

定額法を採用しております。 

ただし一部連結子会社は定率法であります。 
(ﾛ)リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっております。 

 

（追加情報） 

・機械装置の減価償却期間の変更について 

当社及び国内連結子会社の機械装置の耐用年数については、当連結会計期間より、

法人税法の改正を契機として見直しを行い、従来の 10～11 年から９年に変更しました。 

 当該変更に伴い、当連結会計期間においては、売上総利益が 92 百万円、営業利益、

経常利益、税金等調整前当期純利益が 93 百万円それぞれ減少しております。 

 

②無形固定資産 

(ｲ)リース資産以外の無形固定資産 

定額法を採用しております。 

(ﾛ)リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっております。 



                                         
     

（３）重要な引当金の計上基準 

   ①貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

 

   ②賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため支給見込額に基づき計上しております。 

 

③役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

 

④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しておりま

す。なお、会計基準変更時差異（5,741 百万円）については、15 年による按分額を費用処理

しております。 

また、過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）
による定額法により費用処理しており、数理計算上の差異はその発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法により翌期から費用処理することとしてお
ります。 
 

   ⑤役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に充てるため、当社及び国内連結子会社の一部は役員退職慰労金

規定に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

（４）重要なヘッジ会計の方法 

   ①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約が付けられている外貨建金銭債権債務に

ついては、振当処理を行っております。 

また、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。 

 

   ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりでありま

す。 



                                         
     

    (a)  

ヘッジ手段：為替先物予約 

     ヘッジ対象：製品輸出による外貨建売上債権及び外貨建予定取引 

    (b)  

ヘッジ手段：金利スワップ 

     ヘッジ対象：借入金 

 

   ③ヘッジ方針 

「デリバティブ取引の取り扱い及びリスク管理規定」に基づき、デリバティブ取引のリスク

を回避するヘッジ手段として行っております。 

 

   ④ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約及び金利スワップについては、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件が同一

であり、かつ、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動を完全に相殺するものと想定でき

るため、ヘッジの有効性の評価は省略しております。 

 

（５）負ののれんの償却に関する事項 

    負ののれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。 

      

（６）その他連結財務諸表作成のための重要な事項  

    ・消費税等の会計処理方法 

     税抜方式を採用しております。 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   連結子会社の資産及び負債の評価については全面時価評価法を採用しております。 

 

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。 

 

 

 

 

 

 



                                         
     

（7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 

１．連結財務諸表における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用 

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計

基準委員会 平成 18 年５月 17 日 実務対応報告第 18 号）を当連結会計期間から適用し、

連結決算上必要な修正を行っております。 

なお、従来の方法によった場合と比べて、損益に与える影響はありません。 

 

２．在外子会社の収益及び費用の換算方法の変更 

当社は、従来、在外子会社の収益及び費用について、決算日の直物為替相場により円貨

へ換算しておりましたが、当連結会計年度より期中平均相場により円貨へ換算する方法へ

変更しております。 

この変更は、在外子会社の事業規模が拡大したこと及び近年の為替相場の急激な変動を

契機として、一時的な為替相場の変動による期間損益への影響を平準化し、会計期間を通

じて発生する損益をより適切に連結財務諸表に反映させるために行うものであります。 

この変更により、当連結会計期間においては、従来の方法によった場合と比較し、売上

高は 2,799 百万円、営業利益は 2,424 百万円、経常利益は 190 百万円、税金等調整前当期

純利益は 190 百万円増加しております。 

 

３．リース取引に関する会計基準 

当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基準（企業会計基準第 13 号（平成５年

６月 17 日（企業審議会第一部会）、平成 19 年３月 30 日改正））及び「リース取引に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号（平成６年１月 18 日（日本公認

会計士協会 会計制度委員会）、平成 19 年３月 30 日改正））を適用しております。 

当該適用に伴い、当連結会計期間においては営業利益が 32 百万円増加し、経常利益が 9

百万円、税金等調整前当期純利益が 29 百万円それぞれ減少しております。 

 

 

 



　　　a. 連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書に

　　　　　関する注記事項等

（連結貸借対照表関係）

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額

３．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

　　投資有価証券（株式）

４．担保資産及び担保付き債務

　　担保に供している資産

　　上記に対する債務

（連結損益計算書関係）

１．販売費及び一般管理費の主な内訳

　　①給料・賃金・賞与

　　②賞与引当金繰入額

　　③退職給付費用

　　④役員退職慰労引当金繰入額

２．子会社整理損失

　産業機器関連事業を営むダイハツディーゼルエヌ・エイチ・エヌ株式会社については、平成21年

２月28日をもって解散し、清算中であります。

　この解散に伴い、子会社整理損失が発生しておりますが、その内訳は以下の通りであります。

・固定資産減損損失

・たな卸資産評価損

・退　　　　職　　　　金

・そ　　　　の　　　　他

合　　　計

   411百万円

    85百万円

   416百万円

   105百万円

（  自  平成19年4月  1日

       至  平成20年3月31日  ）

36百万円 21百万円

9,886百万円 9,250百万円

3,643百万円 2,967百万円

（  自  平成20年4月  1日

       至  平成21年3月31日  ）

    309百万円

 3,589百万円3,582百万円

   367百万円

（8） 連結財務諸表作成に関する注記事項

前　連　結　会　計　年　度　 当　連　結　会　計　年　度

前　連　結　会　計　年　度　 当　連　結　会　計　年　度

（平成20年3月31日現在） （平成21年3月31日現在）

26,449百万円 25,678百万円

1,128百万円

646百万円

324百万円

138百万円

18百万円


